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2Ra-4　　　　高等学校家庭科教科書における情報教育に関する内容の検討

　　　　　　　　　愛知学泉大家政　　　○森屋　裕治　　江川　元偉

　Ｃ目的〕　平成元年の高等学校学習指導要領改訂の重要項目の一つに情報化社会への対応

かある。家庭科の教科書にはコンピュータを用いた情報処理やコンピュータそのものを理
解させる内容が盛り込まれ、「家庭生活と情報」といった情報化対応の単元等か新たに追

加された。家庭科にこのような単元が含められたのは、情報化を生活者としての視点で捉

えさせるためであろう。そこで、こうした目的が教科書の情報教育に関する内容に十分に
反映されているかを検討した。

　〔方法〕　高等学校家庭科の「家庭一般」「生活技術」「生活一般」の３科目について、
平成６年度の採択比率を愛知県内の採択校数により調査した。また、「家庭経済と消費」

　「家庭生活と情報」の単元における情報教育の内容を、３科目計16種の教科書について検
討した。

　〔結果〕　３科目に共通の「家庭経済と消費」の単元では、家計管理でのコンピュータ活

用について利点や実行例まで記述のあるのは半数以下である。また、社会・家庭の情報化

についても将来性やプライバシー問題となると半数以下である。情報機器の活用について
も示されているのは半数である。情報教育に関する単元か、この「家庭経済と消費」のみ

である「家庭一般」の採択率は全国的にみても高く、愛知県内の採択比率は85.2％である。

　採択率の低い「生活技術」と「生活一般」に含まれている「家庭生活と情報」の単元は、
特にプログラミングの説明か教科書により差かあり、内容もごく基礎にとどまっているた

め、中途半端な印象を受ける。応用ソフトの扱いも教科書によって異なっている。

2Ra－5 技術・家庭科における環境教育実践に対する生徒の意識

　　　　　　　　　　　　　　高知大教育　　菊地るみ子

＜目的＞　本研究は，中学校段階での家庭科における環境教育実践を構想するにあたって，

環境教育実践の有無，生活環境・学年・性の違いが生徒の生f刮手動や意識に対して，どの

ような影響を与えているのかを明らかにしようとするものである.

＜方法＞　生?刮手動や意識に関する質問紙調査を実施し，高知市内・香美郡内中学１・３

年生の計424名の回答を得た. 1年生の環境教育実践受講・未受講者は約半数ずつであり，

３年生は環境教育を１時間受講している．調査期間は, 1993年10月中旬～11月初旬である.

＜結果＞　①両校の１年生について，環境教育受講の有無は，生?刮手動や意識に影響を与

えていない．②生活行動に関しては，学校差はなかったが. 剋舌環境に対する不満や改善

希望には顕著な差があり，市内校では河川の汚れ，緑の減少，通学路の危険に，群内校で

は街灯や公園，運動施設の少なさなどに不満が多く出された．環境問題への対応策として，

市内校では法律規制を，群内校では学校教育への期待が最も多く，快適な環境での生活実

現へのアイデアに関する自由記述では，群内校の方が多く記述されていた．③全般に性差

はほとんどなく，学年差があり，環境へ無配慮な生徒が３年生で多かった．
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